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　Ⅰ 決算概要　２６年３月期損益（単体）

資金利益 １４億円 減少
　■ 貸出金・有価証券利回り低下
　■ ４ページ参照

経　費 ２億円 減少
　■ 総人員減少による人件費削減
　■ コストカット実施も既存端末のＯＳ更新　
　　等により物件費は前年並み　

与信費用 ３３億円 減少
　■ 引き続き金融円滑化に積極対応
　■ ６ページ参照

● 資金利益の減少によりコア業務純益は８４億円と前年対比減益
● 与信費用の減少により当期純利益は６１億円と前年対比増益

（億 円）

前年比

1 コア業務粗利益 341 325 ▲ 16

2 業務粗利益 359 334 ▲ 25

3 資金利益 304 290 ▲ 14

4 役務取引等利益 31 30 ▲ 1

5 その他業務利益 24 13 ▲ 11

6 国債等債券損益…① 17 8 ▲ 9

7 経費 243 241 ▲ 2

8 人件費 132 129 ▲ 3

9 物件費 100 100 0

10 コア業務純益 97 84 ▲ 13

11 実質業務純益 115 92 ▲ 23

12 一般貸倒引当金繰入額…② 7 ▲ 11 ▲ 18

13 業務純益 107 104 ▲ 3

14 臨時損益 ▲ 46 ▲ 15 31

15 不良債権処理額…③ 31 17 ▲ 14

16 株式等関係損益…④ ▲ 9 2 11

17 経常利益 61 88 27

18 特別損益 ▲ 3 16 19

19 当期純利益 34 61 27

20 有価証券関係損益（①＋④） 8 10 2

21 与信費用（②＋③） 39 6 ▲ 33

25年3月
実　　績

26年3月
実　　績

特別損益 １９億円 増加
　■ 企業年金の制度内容改正により、過去　
　　勤務費用（退職給付債務の減少）が２６億
　　円発生
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資金利益 役務取引等利益 その他

● コア業務粗利益は資金利益の減少により１６億円減少
● 貸出金利息、有価証券利息ともに利回り要因により減少

　Ⅰ 決算概要　コア業務粗利益の状況

３６６

３４１
３５１

３２５

３５３
（億 円）

■ コア業務粗利益の推移

▲16

▲1

▲1

▲14

平 残 利回り 平 残 平 残利回り 利回り

貸出金利息
▲１４

有価証券利息
▲６

預金利息
３

その他
３

■ 資金利益 増減要因

２５年
３月期

２６年
３月期
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物件費 人件費 税金

● 経費は減少傾向を維持
● 行員数の減少（２５年３月末 １，４６９人 → ２６年３月末 １，４２３人）により人件費削減

２４１

（億 円）

■ 経費の推移

▲２

　Ⅰ 決算概要　経費の状況

２６８ ２７３
２５９

２４３

■ ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース）の推移

％

＋1

▲３

±0
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一般 不良債権処理 与信費用比率

■ 与信費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－一般貸倒引当金戻入益

■ 与信費用比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＝与信費用÷貸出金平残

● 大口先のランクアップなどにより与信費用は減少
● 不良債権のオフバランス化を推進

　Ⅰ 決算概要　与信費用の状況

０

４９４９

６

３９

■ 与信費用の推移

（億 円）

■ 自己査定の状況

▲33

▲14

▲19

▲0.23ｐｔ

（億円、ｐｔ）

総与信 構成比 総与信 構成比 総与信 構成比

1 正常先 12,274 84.9% 13,097 87.0% 823 2.1

2 要注意先 1,589 11.0% 1,403 9.3% ▲ 186 ▲ 1.7

3 うち要管理先 29 0.2% 13 0.1% ▲ 16 ▲ 0.1

4 破綻懸念先 405 2.8% 396 2.6% ▲ 9 ▲ 0.2

5 実質破綻先 147 1.0% 126 0.8% ▲ 21 ▲ 0.2

6 破綻先 47 0.3% 23 0.2% ▲ 24 ▲ 0.1

7 合　計 14,463 100.0% 15,046 100.0% 583 -

増　減２５年３月末 ２６年３月末
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（億 円）
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破産更生債権 危険債権 要管理債権 不良債権比率

● 不良債権残高は２５年３月末比で６９億円減少
● 不良債権比率は２５年３月末比で０.６３ｐｔ低下し、３.６９％

　Ⅰ 決算概要　不良債権の状況

■ 金融再生法開示債権の推移

６１８ ６２５

５５６

６３５
６１８

▲69

▲14

▲10

▲45

▲0.63ｐｔ

■ 保全状況

■ 増減内訳（２５年３月期 ～ ２６年３月期）

■不良債権比率
　部分直接償却未実施

＜参 考＞

部分直接償却実施後３.０１％

98億円 55億円

→ 要管理債権へ 6 億円 66億円

→ 危険債権へ 74 億円 要管理債権から → 4 億円

→ 破産更生債権等へ 18 億円 危険債権から → 60 億円

与信額増加等 7億円 破産更生債権等から → 2 億円

バルクセール・直接償却等 53億円

増加合計 105億円 減少合計 174億円

ランクアップ

ランクダウン

増　加 減　少（▲）

弁済等

債権額
Ａ

保全額
Ｂ

未保全額
(Ａ-Ｂ)

保全率
(Ｂ÷Ａ)

1 破産更生債権等 149億円 149億円 0億円 100.0%

2 危 険 債 権 396億円 329億円 67億円 83.1%

3 要 管 理 債 権 11億円 5億円 6億円 45.7%

4 合 計 556億円 483億円 73億円 86.9%
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当行県内新規住宅ローン実行件数

県内住宅着工に占める当行シェア

4,481

3,957

4,518

3,996

0

3,000

6,000

9,000

25年3月末 26年3月末

県 外

県 内

3,322 3,055
3,108 3,157 3,270

2,755
2,755 2,705

3,255
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事業先 個人 地公体 貸出金利息収入

● 個人・地公体向けの貸出金増加により総貸出末残は過去最高を更新
● 貸出金利回り低下から貸出金利息は１４億円減少

■ 貸出金残高（末残）・利息収入の推移

（億 円）
１４,３７６

１４,９６３

１３,７６７ １３,９７２
１４,４７２

＋587

＋550

＋113

▲76

▲14

■ 事業先貸出　秋田県内・県外残高

■ 秋田県内住宅着工件数、当行住宅ローン件数

（件）

8,4388,514

　Ⅰ 決算概要　貸出金の状況

（億 円）（億 円）

（％）
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22年3月末 23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

個人預金 公共債 投資信託 生命保険

2,379
2,567

3,021 2,940

15,904 16,023 16,236
15,546

15,051

4,559

5,388

4,618
4,960 5,030

3,329

0.050.06

0.09
0.12

0.17
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5,000
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0.00

0.20
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0.60
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1.00

個人 法人 地公体 他 預金等利回り

● 全部門での増加により総預金末残は期末過去最高の残高を更新
● 個人預り資産は預金、生保が順調に増加

■ 預金残高（末残）の推移

２３,８８５ ２３,９９３
２４,９５３

２１,９８９
２２,７３１

＋960

＋358

＋389

＋213

（億 円）

１８,３５２

１６,８７８

１７,４３１

１７,８３７
１８,１３７

■ 個人預り資産残高（末残）の推移

（億 円）

＋213

＋78

▲1

▲75

＋215（％）

▲0.01ｐｔ

　Ⅰ 決算概要　預金・預り資産の状況
  



10当行 県内他行 信金信組 県外他行

25.1%

9.3%
8.3% 57.3%

● 県中央、県北、県南の全地域で預金・貸出金トップシェアを維持

■ 預金シェア ■ 貸出金シェア

■ 秋田県内の預貸金のシェア（２６年３月末）　[ 算出対象：銀行、信用金庫、信用組合 ]

■ 地域別の預貸金のシェア（２６年３月末）　[ 算出対象：銀行、信用金庫、信用組合 ]

■ 預金シェア ■ 貸出金シェア

● 県　北　

● 県中央

● 県　南

　Ⅰ 決算概要　県内預貸金シェアの状況

当　行

当　行

当　行 当　行

当　行

当　行

当行 県内他行 県外他行 信金･信組

26年3月末 56.6% 29.1% 5.5% 8.8%

25年3月末 56.1% 29.3% 5.7% 8.9%
県内合計

当行 県内他行 県外他行 信金･信組

26年3月末 51.3% 34.1% 7.1% 7.5%

25年3月末 50.5% 34.0% 7.5% 8.0%
県内合計

25.0%

7.9% 5.2% 61.9%

9.8% 4.0% 47.7%

38.5%

24.7%

10.8%
9.8% 54.7%

33.1%

6.0% 7.6% 53.3%

42.0%

9.3% 4.5% 44.2%
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1.00

1.50

2.00

2.50

国　債 地方債 社債

株式 投信その他 有価証券利回り

3.92年

3.49年
3.54年

3.91年

3.4

3.6

3.8

4

23年3月末 24年3月末 25年3月末 26年3月末

（億 円）

● 有価証券利回りは０．１１ポイント低下
● 有価証券評価損益は前年同水準

　Ⅰ 決算概要　有価証券の状況

＋339

＋3

＋540

▲356

＋749

９,１４４

８,３８２

９,６５７

８,０７４

８,５５８

＋1,275
■ 有価証券残高・利回りの推移

（％）

■ 有価証券部門損益（総合損益）

▲0.11ｐｔ

（償却原価ベース）

■ 評価損益

■ 有価証券デュレーション推移

（億 円）

25年3月期 26年3月期 増 減

1 利息配当金 105 98 ▲ 7

2 売却・償還 益 55 20 ▲ 35

3 売却・償還 損（▲） 26 9 17

4 償　却（▲） 20 0 20

5 計 114 109 ▲ 5

（億 円）

評価益 評価損(▲)

6 国　内　債 170 131 132 0 ▲ 39

7 国　  債 79 60 60 0 ▲ 19

8 地 方 債 35 23 23 0 ▲ 12

9 社     債 55 47 47 0 ▲ 8

10 外　　　債 5 6 7 1 1

11 株　　　式 120 160 167 6 40

12 投資信託ほか 47 45 53 7 ▲ 2

13 合　　　計 344 345 360 15 1

26年3月期25年3月期 増 減
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（億円）
（参考値）

経過措置なし

1 自己資本額…③（＝①－②） 1,247 1,144

2 コア資本に係る基礎項目…① 1,247 1,225

3 普通株・内部留保等 1,192 1,192

4 一般貸倒引当金 33 33

5 再評価差額金45% 22 -

6 コア資本に係る調整項目…② - 81

7 無形固定資産 - 13

8 前払年金費用 - 67

9 リスクアセット…④ 10,890 10,809

10 信用リスク・アセット 10,280 10,199

11 オペレーショナル・リスク 610 610

12 11.45% 10.58%

26年3月末

自己資本比率（③÷④）

（億円、ｐｔ）

25年3月末比

1 自己資本額…① 1,182 1,213 1,247 34

2 TierⅠ…② 1,120 1,144 1,192 48

3 TierⅡ 62 69 55 ▲ 14

4 一般貸倒引当金 37 45 33 ▲ 12

5 再評価差額金45% 25 24 22 ▲ 2

6 負債性資本調達手段等 - - - -

7 リスクアセット…③ 10,387 10,318 10,674 356

8 信用リスク・アセット 9,743 9,690 10,063 373

9 オペレーショナル・リスク 644 628 610 ▲ 18

10 11.38% 11.76% 11.69% ▲ 0.07

11 10.79% 11.08% 11.16% 0.08

25年3月末
26年3月末（参考値）

24年3月末

TierⅠ比率(②÷③)

自己資本比率(①÷③)

■ 国内基準
・ 信用リスク･アセットの算出・・・標準的手法
・ オペレーショナル･リスク相当額の算出・・・粗利益配分手法

● ２５年度末から「バーゼルⅢ」に基づく新国内基準を適用
● 新基準適用後も自己資本比率は１１％以上を確保

　Ⅰ 決算概要　自己資本（単体）の状況

■ 自己資本比率等の推移

● バーゼルⅡ基準 ● バーゼルⅢ基準（経過措置適用後）
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　Ⅱ　経　営　戦　略　　Ⅱ　経　営　戦　略　
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計画 初年度 計画 最終年度

２５年３月期 ２６年３月期 ２８年３月期

実　績 実　績 目　標

総預金残高 ２兆３,９９３億円 ２兆４,８５１億円 ２兆５,８００億円以上

総貸出残高 １兆４,３７６億円 １兆４,９６３億円 １兆５,０００億円以上

コア業務純益 ９７億円 ８４億円 ８０億円以上

当期純利益 ３４億円 ６１億円 ３０億円以上

自己資本比率 １１．７６％ １１．４５％ １１．０％以上

不良債権比率 ４．３２％ ３．６９％ ３．５％未満

　Ⅱ 経営戦略　中期経営計画（２５年４月～２８年３月）の進捗

経営目標

あきぎん＜しんか３＞プロジェクト　～期待を超える価値を提供しつづける銀行へ

重点方針

お客様との取引の「深化」　　
　　　による収益基盤の確立

　➢　コマーシャルバンキング・　　　　　
　　　インベストバンキング部門の強化

　➢　徹底した効率化の追求

一人ひとりが「真価」　　　　　
　　　を発揮する組織の構築

　➢　経営戦略に沿った人材の活用

　➢　組織体制および　　　　　　　　　　
　　　　　　経営管理態勢の強化

「新価」の創造による　　　　　
　　　　　地域発展への貢献

　➢　地域産業育成と　　　　　　　　　　
　　　　　　　地域高齢化への対応

　➢　ＣＳ向上への取組み
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物件費 ３億円 増加
　■ 営業店システムの更改による増加

与信費用 ９億円 増加
　■ 地域経済の環境や企業動向等勘案
　　　し、与信費用は増加見込み

● コア業務純益６５億円、当期純利益３３億円
● 利回り低下による資金利益の減少と経費増加により減収減益

人件費 ３億円 減少
　■ 業務効率化による総人員の削減

（億 円）

前年比

1 コア業務粗利益 325 309 ▲ 16

2 業務粗利益 334 313 ▲ 21

3 資金利益 290 272 ▲ 18

4 役務取引等利益 30 32 2

5 その他業務利益 13 7 ▲ 6

6 国債等債券損益…① 8 4 ▲ 4

7 経費 241 243 2

8 人件費 129 126 ▲ 3

9 物件費 100 103 3

10 コア業務純益 84 65 ▲ 19

11 実質業務純益 92 69 ▲ 23

12 一般貸倒引当金繰入額…② ▲ 11 0 11

13 業務純益 104 69 ▲ 35

14 臨時損益 ▲ 15 ▲ 14 1

15 不良債権処理額…③ 17 15 ▲ 2

16 株式等関係損益…④ 2 3 1

17 経常利益 88 54 ▲ 34

18 特別損益 16 ▲ 1 ▲ 17

19 当期純利益 61 33 ▲ 28

20 有価証券関係損益（①＋④） 10 7 ▲ 3

21 与信費用（②＋③） 6 15 9

27年3月
計　画

26年3月
実　績

実質業務純益 ２３億円 減少
　■　コア業務純益の減益と、債券５勘定
　　尻の減少

　Ⅱ 経営戦略　収益計画・単体（２７年３月期）

業務粗利益 ２１億円 減少
　■ 利回り低下による資金利益減少主因
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● 「法人メイン化」による取引の深堀りとさらなるソリューション営業の展開
● 豊富な人材育成プログラムを活用した「目利き力」の向上

　Ⅱ 経営戦略　法人営業戦略

法人取引支援体制の強化

■ 「法人メイン化」の推進

■ 外部アドバイザーによるコンサルティング機能向上

■ 女性創業者応援ローン「Ｂⅰｚこまち」（２６年５月）

➢　女性進出支援による県内産業活性化

法人取引増強に向けた人材強化

● 即戦力となる人材の育成

⇒ 取引先の課題解決に向けたコンサルティング機能の発揮

● 外部派遣および人材受入

➢　㈱浜銀総合研究所、農林水産省への人材派遣

➢　県内各地公体から派遣人材を受入れ

■ 法人向け各種取引 推移

２５年３月末
実績

２６年３月末
実績

２７年３月末
目標

事業貸出先数 １１,１８４先 １１,２４１先 １１,２６４先

ビジネスIB契約件数 ３,９３１件 ４,６２１件 ５,４００件

でんさいネット契約件数 １,００５件 １,９１０件 ３,０００件

■ 法人メイン化基準 概要

当座預金 ビジネスＩＢ契約

でんさいネット契約 公共料金等口座振替

財形元請 あきぎんＢｉｓｃｏｍ（※）会員

関連会社リース利用 財務データ登録

預貸金平残および以下の取引有無により評価

（※）会員制ポータルサイトを主要ツールとした
　　　　　　全国ネットワークの経営支援サービス

　如学塾（選抜制休日セミナー） 　事業先開拓行員研修

　企業審査実務研修 　国際業務推進者養成講座

■ ＣＲＭシステム、タブレット端末の導入（２７年２月予定）

➢　共有顧客情報の活用および営業活動の効率化
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24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期

投資信託 生命保険

● 商品ラインアップの充実とセミナー等による需要喚起
● 「セールスプロセス」の浸透によるリテール営業力の底上げ　

　Ⅱ 経営戦略　リテール営業戦略

⇒ 資産形成層から高齢者まで、あらゆる年代のお客様ニーズに対応

商品ラインアップの充実

■ 教育資金贈与専用口座、住宅積立定期預金（２５年８月）

■ ＯｎｌｙＯｎｅプラス（２５年１０月）

➢　クレジット機能＋普通預金貸越機能

■ 相続専用定期預金（２５年１２月）

セミナー等の開催

■ 「マネー講座」によるニーズ喚起

■ 「資産運用セミナー」の開催（２５年１１月）

リテール取引増強に向けた態勢強化

● セールスプロセスの浸透
➢　セールス活動の各ステップにおける考え方、ツール等を明確化

■ インターネット支店の開設（２６年９月予定）

➢　若年層の取込みと、相続時の預金の受け皿

● 営業店ＦＣ制度の導入

■ 預り資産販売額 推移

３４０

４１６ ４３７

目標
５２０

■ 営業店ＦＣ制度の概要

　○　推進リーダー

　○　指導・育成

　○　予算管理

　○　スキル情報交換会への参加

　○　店内勉強会の開催

　○　帯同訪問、個別指導

活動例

役割

億円
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8,382

9,657 9,705

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

● 機動的な運用態勢を構築するため市場運用部を新設し運用部門を集約
● 今年度の運用方針～国債運用枠を圧縮し、外債、投資信託等を増枠

　Ⅱ 経営戦略　有価証券運用の強化

⇒ 運用の多様化により有価証券運用損益を積み増し

専担部署の設置

今年度の運用方針

◎ 市場運用部の設置

●　機動的な運用態勢の構築と人材育成の強化

●　マーケット情報のタイムリーな収集とリスク感応度の向上

◎ 運用の多様化による運用収益確保 38.5% 41.1%

13.2% 7.7%
7.7%

36.0% 36.9%
36.3%

3.4%

36.8%

3.3%3.7%

15.7%8.6% 11.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国債 地方債 社債 株式 投信・外債

２４年度実績 ２５年度実績 ２６年度予算

◎ 国内金利リスクの軽減

● 外国債券

⇒ 米国債等を中心に積み増し

● 投資信託

⇒ ＲＥＩＴやＥＴＦなどを積み増し

● 国内債券

⇒ 国債を中心に減額

⇒ デュレーション短期化　
　（２５年度 ３.９５年 → ２６年度 ３.５２年）

■ 運用残高構成比 推移

■ 運用末残 推移

２４年度実績 ２５年度実績 ２６年度予算

億円
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● 店舗機能の見直しによる提案力の強化と人材育成
● 営業店業務の軽量化、業務プロセス見直しによる営業力の強化

　Ⅱ 経営戦略　店舗戦略・ＢＰＲの推進

⇒ 営業店が営業推進にいっそう注力できる態勢を構築

事業性貸出業務の集約化

◎ 事業性貸出業務を地域の中核店舗に集約

○ 推進・管理ノウハウの共有・蓄積による課題解決力の高度化

○ 効率的かつ実効性の高い営業推進態勢の構築

○ ２５年度に県中央部・県北部の４か店・２地区で試行

⇒ ２６年度以降、県内全域での展開を予定

営業店業務の軽量化

◎ 営業店業務の本部集中化

● 預金調査事務の本部集中化

○ 預金取引状況等の照会に対する調査事務

● 預金相続事務の本部集中化

○ ２５年度は全般的な相続事務の整備を実施

● 店内検査業務の本部代行

○ 自己検査の一部を本部担当者が臨店実施

事業性貸出

事業性貸出

営 業 店

リテール特化店舗

事業性貸出集約店舗

本　部

預金相続事務

預金調査事務

店内検査業務

リテール特化店舗
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● 「アグリビジネス推進室」を設置し、より強固な支援体制を構築
● 県内農業の振興と６次産業化を目的に、農業関連事業者を対象とした組織を設立

　Ⅱ 経営戦略　ソリューション営業の深化～アグリビジネス

⇒ 各種枠組みを有効活用し、具体的な支援を展開

◎ 東北６次産業化サポートファンド（２５年７月）

○ 東北他県の地銀と三菱東京ＵＦＪ銀行との連携

◎ うまいもんプロデューサー秋田
　　supported by 秋田銀行の取扱開始（２５年１０月）

○ ニフティ㈱、㈱電通と連携した商品開発支援サービス

○ １５社が本サービスを利用、２社が商品化 （２６年４月末現在）

◎ あきたアグリビジネス研究会（２５年１２月）

○ 県内農業の振興と６次産業化推進

○ 参加会員数１４２先 （２６年４月末現在）

■ 東北６次産業化サポート投資有限責任組合の概要

出資金 総額２０億円

投資対象 生産・加工・販売を行う６次産業化事業体

農林漁業成長産業化支援機構

秋田銀行、青森銀行、岩手銀行、山形銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪキャピタル

出資者

■ あきたアグリビジネス研究会

◎ あきたプラチナブランドプロジェクト（２６年度予定）

○ 地公体および県内企業等との共同事業

○ 県産品を活用した商品の開発、全国区のブランド化

■ あきたプラチナブランドプロジェクト 概要

商品づくり
フェーズ

選定
フェーズ

プロモーション
フェーズ

意欲的な　　　
事業者を選定

売れる商品づくり
をハンズオン支援

関係機関のネット
ワークを活用した
商品ＰＲ
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● 再生可能エネルギー関連事業の地場産業化による新規産業の創出
● 今後のマーケット拡大が期待できる医療・介護分野への支援態勢を強化

　Ⅱ 経営戦略　ソリューション営業の深化～成長分野

⇒ 既存産業の振興とともに、新たな産業の創出を目指す

再生可能エネルギー分野

◎ 株式会社Ａ－ＷＩＮＤ ＥＮＥＲＧＹ

○ ３１年度までに県内沿岸に１５基の風車を設置予定

○ メンテナンス・部品製造などの地場産業化を推進

◎ 個別事業者への支援

○ 計画立案段階から支援を展開

医療・介護分野

◎ 〈あきぎん〉医療経営セミナー（２６年３月）

○ 医療経営コンサル最大手の㈱日本経営（※）と明治安田生命から　
　講師を招聘し開催

（※）　㈱日本経営とは２２年１月に業務提携

■ 再生可能エネルギー関連融資契約額 推移

■ 〈あきぎん〉医療経営セミナー

■ 東北ミサワホーム・セコム医療システム・　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　トーマツグループとの提携概要

秋田銀行 取引先

東北ミサワホーム
セコム医療システム
トーマツグループ

① ニーズ発掘／業務内容説明

② 「紹介」への同意

③ 取引先の紹介

⑥ 手数料支払

④ 紹介に基づく
　　サービス提供

⑤ 取引成立

◎ 医療・介護分野での業務提携（２５年度）

● 東北ミサワホーム㈱ ・・・ 「サ高住」等、医療・介護施設の運営等

● セコム医療システム㈱ ・・・ 開業に関するコンサルタント等

● 監査法人トーマツグループ ・・・ 病院向けコンサルティング業務等

２７年度

目標金額

累計融資額

２００億円

件数 金額 件数 金額

４件 ２０.６億円 １４件 ８７.５億円

うち太陽光発電事業 ２件 ０.６億円 １１件 ５６.３億円

うち風力発電事業 ２件 ２０.０億円 ３件 ３１.２億円

融資件数・金額

２４年度 ２５年度
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● 県内企業の海外進出支援のため、各種セミナーや商談会を開催
● 海外金融機関や大手企業との連携により、様々なニーズに対応できる態勢を構築

　Ⅱ 経営戦略　ソリューション営業の深化～海外展開支援

⇒ 海外進出・販路拡大を支援することで、県内経済の活性化に寄与

◎ 秋田県インドネシア・ベトナム経済交流ミッション（２５年５月）

◎ 台湾・中国ビジネスセミナー（２６年２月）

◎ Netbix主催 北東北食品ビジネス商談会 in 香港（２６年３月）

海外ビジネスサポート体制

■ 北東北食品ビジネス商談会in香港

交通銀行（中国）

メトロポリタン銀行（フィリピン）

ＣＩＭＢニアガ銀行（インドネシア）

ベトナム投資開発銀行

中國信託ホールディング（台湾）

独立行政法人日本貿易保険

香港貿易発展局

インドネシア投資調整庁

北京中秋創商貿有限公司

・
・
・

現地口座開設等

～ 貿易保険の提案

～ 貿易取引支援等

～ 現地情報提供、進出支援等

～ 現地情報提供

⇒ 海外バイヤーの招聘、観光産業振興への展開を検討
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　Ⅱ 経営戦略　外部機関との提携・連携

● 金融機関の枠組みを超えた地域貢献を実現するため、地公体との提携を促進
● サービスの拡充をはかるための外部機関との提携・連携を拡大

⇒ 地域の活性化および顧客利便性の向上に向けた提携・連携の拡大

地公体との連携

地域振興に向けた連携

北東北３行の提携

◎ 災害協力協定（２５年２月～）

○ 秋田県内１３市、７町の２０自治体と締結

◎ 子育て支援ならびに定住促進に関する協定（２６年３月～）

○ 子育てしやすい街づくりと定住人口確保

◎ 自治体クラウド型コンビニ収納サービス、公金収納サービス（２６年３月～）

○ 自治体クラウド参加の全町村がコンビニ収納サービス・公金収納サービス開始（全国初）

◎ 地域振興に関する連携協定（２５年３月～）

○ ＪＲ東日本秋田支社、秋田魁新報社と、県内の魅力を発信し地域振興に寄与

◎ Ｎｅｔｂｉｘを活用した事業展開

○ 当行、青森銀行、岩手銀行が、各行の情報収集力等を活かしたサービス拡充を目的としたビジネスネットワーク

■ 災害協力協定

■ コンビニ収納サービス、　　　
　　公金収納サービス推進協定

■ 子育て支援ならびに　　
　　定住促進に関する協定
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● 基本方針～安定配当の維持、自己株式の取得・消却検討による機動的な還元
● ２５年８月、上限３,２００千株の自己株式取得を公表し、２,９７７千株を取得

■ １株あたりの配当額、配当利回りの推移

■ 株主還元実績

６円

（円）

６円 ６円
７円

６円６円

■ １３０周年記念配当

　Ⅱ 経営戦略　株主還元

（百万円、％）

1 当期純利益   Ａ ▲ 2,061 3,621 2,511 3,347 3,429 6,186

2 年間配当額　Ｂ 1,159 1,352 1,159 1,137 1,134 1,121

3 配当性向　Ｂ÷Ａ - 37.3% 46.1% 33.9% 33.0% 18.1%

4 自己株買付　Ｃ - - - 257 242 806

5 株主還元率　(Ｂ＋Ｃ)÷Ａ - 37.3% 46.1% 41.6% 40.1% 31.1%

２１年３月期 ２６年３月期２３年３月期 ２５年３月期２２年３月期 ２４年３月期

3 3 3 333

3

4

333 3
1.86%

2.22% 2.29%2.21%

1.63%

2.01%

0

2

4

6

8

21年3月期 22年3月期 23年3月期 24年3月期 25年3月期 26年3月期

0.50%

1.50%

2.50%

期末配当金

中間配当金

配当利回り
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　 　 本資料について

　本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれております。

　こうした記述は、その内容を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものです。

　将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

　［ 本資料に関するご照会先 ］

　株式会社秋田銀行 経営企画部 企画チーム

　　TEL：018-863-1212

　　http：//www.akita-bank.co.jp

  


